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○愛南町特別支援教育就学奨励費支給要綱 

平成28年2月26日 

教育委員会告示第5号 

(目的) 

第1条 この告示は、小学校若しくは中学校に就学する学校教育法施行令(昭和28年政令第

340号。以下「令」という。)第22条の3に規定する障害の程度に該当する児童若しくは生

徒又は特別支援学級に就学する児童若しくは生徒(区域外就学を承認された者を含む。以

下「特別支援教育対象者」という。)の保護者の経済的負担を軽減するため、特別支援教

育就学奨励費(以下「奨励費」という。)を支給し、もって特別支援教育の振興を図ること

を目的とする。 

(定義) 

第2条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 保護者 学校教育法(昭和22年法律第26号)第16条に規定する児童及び生徒の保護者

をいう。 

(2) 収入額 特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令(昭和29年政令第157号)第2

条第1号の規定により文部科学大臣が定める算定方法の例により算定した保護者の属

する世帯の収入の額をいう。 

(3) 需要額 生活保護法(昭和25年法律第144号。以下「法」という。)第8条第1項の規定

により厚生労働大臣が定める基準の例により測定した保護者の属する世帯の需要の額

をいう。 

(支給対象者) 

第3条 奨励費は、愛南町立の小学校又は中学校に在籍する特別支援教育対象者の保護者に

対して支給するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者を除く。 

(1) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)に定める児童福祉施設、指定療養機関等に入所し、

又は通院し、当該施設等について就学に係る措置費又は療養の給付を受けている児童又

は生徒の保護者 

(2) 法第13条の規定による教育扶助が行われている児童又は生徒の保護者 

(3) 愛南町就学援助費交付要綱(平成28年愛南町教育委員会告示第4号)の規定による就

学援助費の支給を受けている児童又は生徒の保護者 

(奨励費対象経費) 
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第4条 奨励費の対象となる経費は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 学用品費 

(2) 通学用品費(第1学年の児童又は生徒(第4号において「新入学児童生徒」という。)に

係るものを除く。) 

(3) 校外活動費(宿泊を伴わない校外活動に係るものに限る。) 

(4) 新入学児童生徒学用品費 

(5) 学校給食費 

(6) 修学旅行費 

(7) 通学費 

(支給区分) 

第5条 奨励費の支給区分は、収入額と需要額の割合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

めるとおりとする。 

(1) 収入額が需要額の2.5倍未満の場合 前条各号に掲げる経費 

(2) 収入額が需要額の2.5倍以上の場合 前条第7号に掲げる経費 

(申請) 

第6条 奨励費の支給を受けようとする保護者は、次に掲げる書類を愛南町教育委員会(以下

「教育委員会」という。)が指定する期日までに、児童又は生徒が在籍する学校の校長(以

下「学校長」という。)を経由して、教育委員会に申請しなければならない。 

(1) 特別支援教育就学奨励費認定申請書(様式第1号) 

(2) 特別支援教育就学奨励費に係る収入額・需要額調書(様式第2号) 

(3) 個人番号届出書(様式第3号) 

(4) その他教育委員会が必要と認める書類 

(認定) 

第7条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、認定

の適否を決定し、学校長及び保護者へ通知するものとする。 

2 前項の認定(以下単に「認定」という。)を行う日は、年度当初の申請にあっては当該年

度の4月1日とし、年度途中の申請にあっては原則として前条の規定による申請書を受理

した月の翌月の初日とする。 

(支給額) 

第8条 奨励費の支給額は、毎年度国が示す額の範囲内で教育委員会が定める額とする。 

(支給額の算定) 
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第9条 奨励費の支給額の算定は、年度当初の認定にあっては当該年度の4月1日から、年度

途中の認定にあっては当該認定をした日の属する月の1日から開始する。 

(支給の方法) 

第10条 奨励費は、認定を受けた保護者(以下「認定者」という。)の指定する口座へ振込み

の方法により支給する。 

(届出) 

第11条 認定者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに学校長を経由して教

育委員会に届け出なければならない。 

(1) 調書の記載事項に変更が生じたとき。 

(2) 児童又は生徒が令第22条の3に定める障害の程度に該当しなくなったとき。 

(3) その他援助を必要としなくなったとき。 

(認定の取消し) 

第12条 教育委員会は、認定者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取り消す

ことができる。この場合において、認定者が奨励費を既に受給している場合は、その全部

又は一部を返還させることができる。 

(1) 第3条各号に規定する要件の該当者となったとき。 

(2) 虚偽の申請その他の不正の手段により認定を受けたとき。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、教育委員会において認定が適当でないと認めるとき。 

(その他) 

第13条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行し、平成28年1月1日から適用する。 
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様式第２号(第６条関係) 
特別支援教育就学奨励費に係る収入額・需要額調書 

(整理番号) No               

保護者等氏名 

 
㊞ 

住所  

    愛南町       番地 

(               ) 

児童・生徒氏名 学校名、学年(特別支援学級名)等 

学校   年  
(     学級 ) 

※都道府県の地区別区分 

(Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ) 
地域の級地区分 
(１、２、３) 

学校長職印 

 
印  

住宅形態［○で囲んでください。］ 持家  借家等［１か月の家賃 円］ 

世 帯 の 収 入 状 況 
 

(円) 

世 帯 の 状 況(前年12月末日現在) 需 要 額 等 

氏 名 
 生年月日

(満年齢) 

性 

別 

 職業又は在学 教 育 扶 助 基 準 生 活 扶 助 基 準 

続 

柄 

学校名・学年 

(特別支援学級
通学の有無) 

通学費 
※ 
学校給食費 

※ 
基準額 

※ 
第１類 

※ 期 末 一
時扶助費 

※ 
第 ２ 類 

所
得
控
除
前 

総所得金額    年 月 日 
(   歳) 

 本人 
(児童等) 

           ｆ(基準額) 
 

        円 
ｇ(地区別冬季加算額) 
 

円 

退職所得金額     年 月 日 
(   歳) 

              

山林所得金額     年 月 日 
(   歳) 

              

計 Ａ   年 月 日 
(   歳) 

              ※ 
ｈ住宅扶助基準 
 

円 

所
得
控
除 

社会保険料     年 月 日 
(   歳) 

              

生命保険料     年 月 日 
(   歳) 

              ｉ需要額 ※ 
(a～h の合計) 

損害保険料     年 月 日 
(   歳) 

              

計 Ｂ   年 月 日 
(   歳) 

                     ※ 
 
 
 
   ＝ 

所得額(Ａ－Ｂ) Ｃ ※   年 月 日 
(   歳) 

              

所得月額(Ｃ×1/12) Ｄ ※   年 月 日 
(   歳) 

              

障害者加算控除 
(保護基準により算定) 

Ｅ ※   年 月 日 
(   歳) 

                

収入額(Ｄ－Ｅ) 
Ｆ ※ 

合 計 
ａ   ※ ｂ ※ ｃ ※ ｄ ※ ｅ ※ 

委
任
欄 

愛南町教育委員会 様 
 私は、愛南町立     学校長を代理人と定め、下記の権限を委任します。 

記 
    年度中に愛南町から受ける就学奨励費の請求に関すること。 

保護者氏名             ㊞  

通学費明細(通学費を要した者ごとに記入すること。) 

奨
励
費
振
込
金
融
機
関 

 

振込銀行 
銀行・漁協 
信用金庫 

支 店 
出張所 

口座番号 普通 

フリガナ  

口座名義 
 
 

 学校長が代理請求した場合は、上記の口座に就学奨励費を振り込んでください。 
 なお、受給に必要な税関係の調査については承諾します。 

 
保護者氏名             ㊞  

特 記 事 項 支弁区分 
 
□ Ⅰ段階 

□ Ⅱ段階 
□ Ⅲ段階 

  (注)記入者は、太枠内の事項のみ記入願います。 

収 入 額 

需 要 額 

Ｆ 

ｉ 
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様式第1号(第6条関係) 

様式第2号(第6条関係) 

様式第3号(第6条関係) 

 


